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堀尾重人、王 峰 
 
【要旨】 
刈草の有望な利用方法の一つとして考えられる下水処理場での嫌気性消化に関する基礎的知見を収集するため

に、刈草と下水汚泥の高温混合嫌気性消化に関する連続式実験および回分式実験を行った。その結果、高温条件

下で安定した処理が可能であり、刈草のメタン転換率は COD ベースでおおむね 40%程度、および VS ベースで

0.19 L CH4/g VS-刈草程度であることが示された。また、LCCO2 による評価手法の構築を目指し、原単位の設

定を行った。 
 
キーワード：（刈草と下水汚泥の）混合消化、高温メタン発酵、インベントリ、LCCO2 

 
 

1．はじめに  
地球温暖化対策の推進の観点から、国は地方公共団体

と連携を図りつつ、温室効果ガスの排出の抑制等のため

に必要な施策を推進するように努めるものとされている

1)。また、地球温暖化の防止、循環型社会の形成、競争

力のある新たな戦略点産業の育成などの観点からエネル

ギーや製品としてバイオマスを総合的に最大限利活用し、

持続的に発展可能な社会をできる限り早期に実現するこ

とが求められている 2)。 
一方で、河川、道路、公園、ダムなどの公物管理のた

め広大な緑地の除草などが行われている。河川の堤防法

面等において、点検の条件整備とともに堤体の保全のた

めに除草が定期的に行われている。河川管理上あるいは

廃棄物処理上支障がなく刈草を存置できる場合を除いて、

焼却などにより処理されているが、リサイクル及び除草

コスト縮減の観点から、有効利用等について取り組むこ

ととされている 3)。道路でも通行車両からの視認性を確

保等のために除草が実施されている 4)。例えば、国土交

通省の109国道事務所、102河川事務所、17公園事務所、

25 ダム事務所に対して実施されたアンケート結果によ

れば、これらの定期的な除草を要する緑地の合計は約

360km2 であり、そのうち、河川事業が約 290km2、道

路事業が約60km2であった 5)。 
一般に、バイオマスは広く、薄く存在している上、水

分含有量が多い、かさばる等の扱いづらいという特性の

ために収集が困難であることが、十分に活用されていな

い原因の一つである 2)。しかし、公物管理で発生する刈

草は、毎年、一定量が発生し、管理責任者が明確である

ことから、比較的利用しやすいバイオマスと考えられ、

有効利用が期待される。これらのバイオマスを効率的に

利活用していくためには、その特性に留意しつつ、でき

る限り既存の施設・システムを活用した利活用システム

を構築することが有効であり、そのための要素技術の開

発が望まれるところである。 
本研究は、公共緑地等バイオマスを資源として位置づ

け、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを

提示することが目的である。平成 24 年度は、提示にあ

たり、刈草と下水汚泥の高温混合嫌気性消化実験を行っ

た。また、LCCO2 による評価手法の構築を目指し、原

単位の設定を行った。 

 
2．刈草と下水汚泥の高温混合嫌気性消化に関する実験

的検討 
2．1  目的  
公共緑地等バイオマスの有望な利用方法の一つとして下

水処理場での嫌気性消化が考えられる。木質系バイオマ

スと下水汚泥の混合消化については、前処理技術として

蒸煮・爆砕の技術を開発してきており、その適用性が示

されているものの、前処理に要するエネルギーや費用の

点が課題である 6), 7)。刈草については、中温（35℃）条件

下での混合消化についての研究例はみられ、特殊な前処

理を行わなくても裁断のみで、ある程度のメタン転換が
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期待できるものの 8), 9)、高温（55℃）条件下での例はほと

んど見られない。そこで、高温条件下での刈草の嫌気性

消化に関する基礎特性を把握するために、混合汚泥およ

び刈草を基質として、3 系列の連続式実験を行うととも

に、消化汚泥を用いた回分式実験を行った。 
2．2  実験方法 
2.2.1  連続式実験 
連続実験の運転条件を表 1 に示す。反応器 1（有効容

積10 L）として、55℃の条件下で混合汚泥を基質とした

連続運転をまず開始した。植種汚泥には、都市下水処理

場の混合汚泥で運転していた嫌気性消化反応器から採取

した消化汚泥を用いた。投入基質には、同じ下水処理場

の混合汚泥を用いた。混合汚泥の固形物（TS）濃度は 1
～2%程度であるので、実験室での遠心分離操作により、

4%程度まで濃縮した。反応器 1 の水理学的滞留時間

（HRT）は、70日で開始し、運転開始60日目にかけて

徐々に25日まで低下させた。61日目以降のHRTは21
日とした。その後75日目に、有効容積4.5 Lの反応器2
系列（反応器 2 および反応器 3）にて、混合汚泥と刈草

の混合消化連続運転を、反応器1の消化汚泥を植種汚泥

として、55℃の条件下で開始した。実験に用いた刈草は、

土木研究所内の草を使用した。刈草の投入量は、混合汚

泥の有機物（VS）に対して、反応器 2 では 25％程度、

反応器3では50％程度とした。運転開始当初は110℃で

乾燥して、長さ8.9mm、幅0.9mm程度に裁断した刈草

（A）を用い、152日目以降は乾燥させずに長さ13.2mm、

幅1.0mm程度に裁断した刈草（B）を投入した。基質投

入および消化液の引抜操作は、平日1日1回の頻度で手

動にて行った。 
2.2.2  回分式実験 
消化汚泥および投入刈草の混合比の影響を確認するた

めに、刈草（B）および反応器 1 の引抜消化汚泥を用い

て、消化汚泥のみのブランク系、混合汚泥のみを添加し

た系、汚泥および刈草の混合消化系2段階、ならびに刈

草のみの系2段階について、55℃にて回分式実験を行っ

た（表2）。ガラス瓶および攪拌機を組み合わせた反応器

を用い、消化汚泥260 mL、混合汚泥を添加する場合は

40 mL、および刈草所定量を投入し、沸騰後冷ました水

道水を加えて500 mLとした。そして、経時的にメタン

ガスの発生量を測定した。 

 
表2 回分式実験の設定条件 

 基質 
回分0 なし（コントロール系） 
回分1 下水汚泥のみ 
回分2 下水汚泥+刈草（25%*） 
回分3 下水汚泥+刈草（50%*） 
回分4 刈草のみ（25%*） 
回分5 刈草のみ（50%*） 

*回分1の下水汚泥のVS量に対する割合 
 
2.2.3  分析方法 
汚泥性状の分析は、下水試験方法に従って行った。な

お、CODcrおよび有機酸の分析は吸光光度計（DR2400、
HACH 社）により、それぞれCODcr 試薬（HR）およ

び有機酸試薬（TNT872）を用いた。アンモニアは自動

比色分析装置（TRAACS2000、BRAN LUEBBE 社）

を用いた。発生ガスは、3M 水酸化ナトリウム水溶液を

通過させることで二酸化炭素を除去し、メタンガス発生

量として計量した。発生量は、連続式実験の場合ガスバ

ックで採集し週に一回湿式ガスメータで測定し、回分式

実験では水上置換で測定した。 
2．3  結果および考察 
2.3.1  連続式実験 
連続式実験における、TSおよびVSの経時変化を図1

に示す。反応器 1 のTS およびVS の平均値は、投入汚

泥ではそれぞれ3.8および3.0 %、消化汚泥では152日

目以降それぞれ2.1および1.4%であった。投入および消

化汚泥のVSの差を投入汚泥のVSで除して算出したVS
ベースでの消化率は60%程度であり、一般的な混合汚泥

の消化率と同等であった 10)。アンモニア性窒素濃度はお

おむね 1,000 mgN/L 以下であり、メタン発酵への阻害

影響はなかった。有機酸濃度は徐々に低下し、152 日目

表1 連続式嫌気性消化実験の運転条件（温度55℃） 

反応器 基質 
 経過日数（日） 

0～60 61～74 75～95 96～151 152～284 
反応器1 混合汚泥 HRT 70～25 d HRT 21 d HRT 21 d HRT 21 d HRT 21 d 

反応器2 混合汚泥+刈草（25%*） － － 
HRT 28 d 
刈草（A） 

HRT 21 d 
刈草（A） 

HRT 21 d 
刈草（B） 

反応器3 混合汚泥+刈草（50%*） － － 同上 同上 同上 
*混合汚泥VS量に対して 
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以降には1,000 mgHOAc/L以下になった。 
 

 

 

図1 連続式実験におけるTSおよびVSの経時変化 

 

反応器２：

y = 0.4129x - 19.469

反応器３：

y = 0.4187x - 22.573
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図2 連続式実験における累積投入刈草量と 
累積生成メタン量の関係 

 

反応器 2 の消化汚泥では、HRT 21 日の条件で、TS
およびVSの平均値が、それぞれ2.2および1.5%であっ

た。反応器3での同じ条件では、それぞれ2.3および1.7%
であった。いずれもVSベースでの消化率は60%程度で

あった。アンモニア性窒素濃度はおおむね1,200 mgN/L
以下であり、メタン発酵への阻害影響はなかった。有機

酸濃度は運転開始から 120 日目まで 4,000～5,000 
mgHOAc/L程度であり、250日目以降1,000 mgHOAc/L

程度以下まで低下した。 
連続式実験における COD ベースの累積投入刈草量と

累積生成メタン量の関係を図2に示す。刈草のメタン転

換率は、反応器1における下水汚泥のメタン転換率分を

差し引いて算出した。反応器2では、185日目から221
日目までの間撹拌が不安定であり、メタン転換率が低か

った。攪拌機を交換して、222 日目以降、メタン転換率

は回復した。いずれの反応器でも、刈草のメタン転換率

は COD ベースでおおむね 40%程度であった。草のVS
ベースのメタン発生量では、0.19 L CH4/g VS程度であ

り、中温での研究例とおおむね同程度である 9)。異なる

消化汚泥および投入刈草の混合比でも、同程度の値であ

った。 
2.3.2  回分式実験 
回分式実験における刈草からのメタン生成量の経時変

化を、ブランク系での消化汚泥によるメタン生成量を差

し引き、投入刈草VSあたりに換算して図3に示す。回

分式実験で用いた消化汚泥および混合汚泥のVS は、そ

れぞれ1.4および2.8％であった。回分式実験2および3
における刈草のメタン転換率は、回分式実験1における

下水汚泥のメタン転換率分を差し引いて算出した。 
刈草のみの場合の COD ベースメタン転換率は 30%弱

であり、汚泥との混合消化で刈草のメタン転換率は、連

続式実験と同じ40%程度であった。下水汚泥と混合する

ことで刈草のメタン転換が促進されると考えられる。 
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図3 回分式実験における刈草からのメタン発生量の 

経時変化 
 
3．LCCO2による公共緑地等バイオマス利用の評価 
刈草の特徴は木材に比べリグニンの含有量が少なく柔

らかい点であり 11)、生物による分解が比較的早い。この

特徴を活かし、飼料化 12), 13)、堆肥化 14), 15)、下水処理場で

の嫌気性消化 8), 9)などが有望な処理方法と思われる。 
刈草の処理による温室効果ガスの排出量は、処理方法

毎に異なる。加えて、発生する刈草の性状、運搬距離、

処理方法などに左右されるため、様々な処理シナリオ毎
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に異なる。そのため、公物管理者が刈草の処理方法を検

討するために温室効果ガスの排出抑制効果を評価するこ

とが困難となっている。そこで本研究では、想定される

シナリオ毎の温室効果ガス排出量を定量的に評価し、管

理者の処理方法の判断材料を与えようとするものである。 
平成24年度は、平成23年度の成果に加え、昨今の社

会情勢を把握しつつ、原単位の設定を行った。以下に現

在までにとりまとめたモデルケースでの LCCO2 評価の

試算例を示す。 
本研究における処分・有効利用方法の温室効果ガス排

出量の評価手順は、LCAの国際標準規格(ISO 14040:2006
と ISO14044:2006)および伊坪らによる方法 16)を参考にし

た。 
3．1  目的と調査範囲の設定 
目的は、公物管理者が刈草の処理を行う際に、処理経

費に加えて、地球温暖化対策の効果を定量的に考慮して、

処理方法を選択することである。評価対象とする機能単

位は、「公共緑地1,000m2から発生する刈草の処理」とし

た。刈草の発生量は、既報4)を元に、緑地1,000m2の除草1
回から発生し、数日間乾燥された状態とし334kg-wet (含
水率18.0%)と設定した。 
ここで刈草の処理とは、河川などの公物管理のために除

草し、必要に応じ中間処理（焼却や資源化）の後、廃棄ま

たは利用され最終的に安定した状態となることとした。評

価する環境影響の領域は、地球温暖化であり、温室効果ガ

ス(GHG)排出量を評価した。 
評価対象とするシナリオは図4に示すとおり、現状で現

実的と思われる、(A)存置、(B)焼却（発電無し）、(B’)焼
却（発電有り）(C)飼料化、(D)堆肥化、(E)バイオガス化(下
水処理場での嫌気性消化)とした。 
シナリオ中の運用からのGHG排出量を対象とし、施設

や設備の建設や廃棄は対象外とした。シナリオ内で生じる

資源化物（焼却や嫌気性消化から発電した電力、飼料、堆

肥）は同等の機能を提供するシステム（電力供給、飼料の

供給、合成肥料の供給）を代替すると考え、このシステム

分を差し引いた。データは、国内全域で適用可能なものを

用いることとした。 
3．2  インベントリ分析 
インベントリ分析では、各シナリオ内のプロセス毎に分

類した上で、消費量などの物理量にGHG排出量原単位を

乗じ単位プロセス毎に算出し、それらを積み上げてシナリ

オ全体のGHG排出量とした。データの利用の優先順位は、

自ら取得したデータ、業界の標準値、文献値、積み上げ法

の基づくLCIデータベースの参照値とした。GHG排出量原

単位は、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素

(N2O)について設定した。 
試算にあたって、除草・集草プロセスではハンドガイド

式を用いることとした。運搬では、2tトラックに2m3積載

することとし、積載刈草の体積で按分した。トラックへの

積み込みや積み下ろしは人力とした。人力による作業は、

GHG排出量が無いものとした。焼却施設1施設あたりの可

住地面積の全国平均は、99.1km2(=12.1万km2 17)/1221施設18))
であり、同面積の円の半径5.62kmの往復分を平均的な運搬

距離として設定した。 
焼却は、発生した刈草を既存のごみ焼却場で中間処理し、

最終処分するシナリオを想定した。焼却のGHG排出量は、

既報19-21)によると、炉の形式、炉の大きさ、発電効率、溶

融の有無などにより異なる。本報告において焼却施設の処

理方式は、全国で最多(1255施設中454施設22))の全連続運転

のストーカ式施設とした。施設規模は200t/dとし、発電効

率は 10%とした。GHG排出量の算定は、実施設において

刈草の影響だけを取得するのは困難であるため、既報19)

のモデルを参照した。本報中に特に記述の無いものはモデ

ルのデフォルト条件を採用した。モデル中では、発電量は、

主に施設規模に依存する場内蒸気使用量とごみの発生量

に依存する発生蒸気量の差から使用可能蒸気量を求め、発

電効率を用いて計算される。場内蒸気使用量は、ごみ処理

分および集塵灰処理分等から計算される。本シナリオでは、

既存の焼却処理場に刈草が追加的に投入されることを想

定し、場内蒸気使用量は変わらず発生蒸気量が変化するも

のとして計算した。また、刈草の投入前の既存の状態から

発生蒸気量は場内蒸気使用量を上回っていたものとした。

なお、平成22年一般廃棄物処理実態調査結果22)から計算さ

れた全国の焼却施設に持ち込まれるごみの低位発熱量の

平均は7.66MJ/kg-wetであり、補助燃料無しに焼却可能な熱

図4 計算された処理方法と構成プロセス（バウンダリ） 

着色されたセルはエネルギーや資源の代替による削減を示す。 
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量（モデル中では4.18MJ/kg-wetが採用されている）を上回

るため、既存施設では補助燃料を使用していないこととし

た。集塵灰は薬剤処理後セメント固化するものとした。 
最終処分では焼却灰のセメント固化物を対象とした。処

分場の設計条件はモデル19)中のデフォルトとした。すなわ

ち、山間部での陸上埋立等とし、浸出水の排水基準は

BOD20mg/L、COD20mg/L、T-N10mg/L等とした。なお、

浸出水の処理は、追加的に処理された焼却灰から発生する

分のみを対象とし、Ca前処理や脱塩素処理、酸性凝集処

理、脱窒素型生物処理等の必要な処理を行うこととした。

処分場の平均使用予定期間は10年とし、浸出水の処理はそ

の後7年間行うこととし、その期間に要するエネルギー量

を計上した。最終処分場1施設あたりの日本の総面積は、

213.0km2(=37.8万km2 17)/1775施設18))であり、同面積の円の

半径8.23kmの往復分を平均的な焼却灰の運搬距離として

設定した。 
飼料利用は、刈草を乳牛等に飼料として利用することを

想定し、同量のオーストラリア産輸入乾草23)および国産乾

草を混合して、代替することとした。飼料中の国産乾草の

混合の割合は仮想的に、平成23年度純国内産粗飼料自給率

と同じ77.4%24)とした。代替分として計算された輸入乾草

のGHG排出量は、耕作、肥料、輸送などの合計として計

算されている。国産乾草は、それからオーストラリアから

国内主要港への海上輸送分を引いたものとして計算した。 
堆肥化については、堆肥の製造および利用にかかる

GHG排出量から相応の化学肥料分を差し引くことで全体

のGHG排出量を計算した。相応の化学肥料とは、既報24)

中の稲わらやバーク堆肥の肥効率を堆肥の養分に乗じて

求めた有効養分量と同等の化学肥料である。 
バイオガス化とは、刈草を数cmに破砕後、下水処理場

にて下水汚泥と混合して嫌気性消化し、メタンガスを回収

した後、機械脱水後焼却して、焼却シナリオ中の最終処分

と同様に埋め立てるものとした。また、刈草の追加によっ

て発生したメタンガスを熱量にして等価の都市ガスと代

替することを想定した。なお、メタンガスを元にガスエン

ジンにて発電する場合も考えられるが、計算値は都市ガス

と大きく変わらなかった。 
3．3  影響評価 

GHGの地球温暖化係数は、京都議定書の前提となって

いるIPCC第二次報告書25)における積分期間100年の係数と

し、重量当たりの温室効果が、CO2に対し、CH4は21倍、

N2Oは310倍とし、CO2を基準物質として表現した。ただし、

刈草の焼却や分解に伴うCO2の排出は、草の成長時に吸収

したCO2を還元する効果とみなせるので、IPCCガイドライ

ン26)と同様に、温室効果は無いものとした。 
3．4 試算結果例 
十分な情報が収集できなかったため一部（特に、バイ

オガス化中のメタン発酵残渣の脱水や焼却の具体的なプ

ロセス、堆肥化中の化学肥料の施用に伴うN2Oの発生や

堆肥の肥効率など）に大まかな仮定によって設定された

暫定値を含むが、概況を把握するため、現在までの試算

結果例を図5に示した。刈草の刈取場所から処理を行う

場所までの運搬距離は、実情に合わせて設定されるべき

だが、試算では一律に焼却シナリオで設定した5.62kmの

往復分で計算した。なお、今後、本データは暫定値の見

直しなどにより更新される可能性がある。 

本試算における GHG 排出量は、存置の場合に発電無

しの焼却処理の場合と同程度であった。ただし、生物反

応および焼却による窒素の N2O 転換率は、GHG 排出量

への寄与率が高い上に不確実性が大きいことから、継続

図 5 1000m2 の緑地から発生した刈草 334kg(含水率 18%)の各処分方法毎の GHG 排出量（バイオマスに由来する CO2 
420kg-CO2は評価対象外、一部暫定値を含んでおり今後見直される可能性がある） 
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して研究の最新動向を調査していくことが重要と考えら

れる。また、発電有りの焼却、飼料化およびバイオガス

化（下水処理場での混合嫌気性消化）の場合は、存置や

発電無しの焼却の場合より GHG 排出量が低かった。ま

た、除草作業の寄与は大きかった。 

ここに暫定値を含む GHG 排出量を示したが、実際に

は、当然、各処理方法は GHG 排出量のみで選択される

ものでは無く、経済性や地域のニーズなどを考慮して選

択されるものである。今後は、原単位のさらなる精度向

上を図るとともに、より地域の実情を反映していく予定

である。 
 
4．まとめ 
刈草および下水混合汚泥を基質とした嫌気性消化の連

続式実験を行ったところ、高温条件下で安定した処理が

可能であった。混合消化における刈草の適用性が示され、

例えば既設消化槽に投入負荷増加の余裕がある場合など

に活用することが考えられる。また、LCCO2 による評

価手法の構築を目指し、原単位の設定を行い、一部暫定

値が含まれるものの現時点での試算例を示した。 
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